
■背景 
•災害多発国である日本では，国，自治体，企業等で災害対応や危機管理の重要性
が高まっている． 

•多くの自治体，企業では，危機管理，災害対応の担当者は，通常の人事異動の一
環なのが一般的．着任当初は，専門知識を有していない職員が多い． 

•防災・危機管理担当者を専門職として認識し，計画的・戦略的な人材育成が必要． 

４．まとめ 

日米比較による防災専門家の資格・教育制度についての考察 
Japan-US Comparative Discussion of Education and Certification System  

for Emergency Management Experts 

図1 アメリカにおける産官民連携による専門家育成の取組 
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■教育・資格システムへの教訓 
防災・危機管理に関する日本の教育，資格制度は，標準化されたもので
はない．アメリカのような官学民が密接に連携した取組もみられない． 

今後，日本で防災・危機管理の専門職の職能を確立するため，アメリカ
の取組から以下の教訓が参考になると考えられる． 
 

① 実務者を含めた，大学での防災・危機管理関連プログラムの共同
開発と情報交流の推進 

② 官学連携による，オンライン教育等の実務者が学びやすい教育基
盤の構築 

③ 官学民が連携した防災専門職のジョブマーケットの開拓 

④ 社会からの信頼性を高めるための防災・危機管理資格の標準化，
統合 

⑤ 防災資格における実務経歴等の多様な認定要件や継続教育制度
の導入 

１．はじめに 
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AEM CEM 

3年以上の実務経験（災害対応等を含む） － ○ 

4年制大学の学位 － ○ 

6分野以上でのプロとしての社会的貢献 － ○ 

3通の推薦状 ○ ○ 

マネジメント分野での100時間の学習歴 ○ ○ 

危機管理分野での100時間の学習歴 ○ ○ 

危機管理に関するエッセイ ○ ○ 

100問の選択肢式試験 ○ ○ 

表2 AEM,CEMの資格取得の要件4) 

■目的 
•日本における防災・危機管理の専門家育成の状況を概観する． 

•アメリカ合衆国における危機管理専門家の教育，資格制度を分析
する． 

•日米比較により，今後の日本の防災・危機管理専門家育成に向け
た資格，教育制度の考察を行う． 

■日本で目指すべき資格制度についての一提案【図２】 

 ①防災・危機管理資格制度の国家資格化． 

 ②大学の防災・危機管理学部のカリキュラムの最低基準の導入． 

 ③自治体，企業における防災専門職制度（日本版CEM）の導入． 
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２．日本における教育・資格の実態 
■教育 
•数少ない大学のカリキュラム．各大学がそれぞれ独自の取り組みを実施． 

•実務者教育も，各機関がそれぞれのカリキュラムで実施． 

■資格 
•国家資格はなく，民間資格が乱立．講座受講と試験で認定される資格が多い． 
資格例：防災士，危機管理士，防災危機管理者，事業継続管理者，総合危機管理士，経営危機管理士，
社会安全士，危機管理主任，認定リスクマネジャー，チーフリスクオフィサー，上級リスクコンサルタント，
ファイナンシャルリスクマネジャー，CBCI，ABCP, CBCV, CFCP, CBCP, MBCP 

３．米における教育・資格の実態 
■教育 
•大学での防災・危機管理プログラムの取組は，1990年代半ばまでは少なかった． 

•その後，FEMA（Federal Emergency Management Agency）の一部門であるEMI

（Emergency Management Institute）が，大学と連携して防災・危機管理プログラ
ムを開発．（Higher Education Program） 【図１】 
•その結果，大学のプログラムは1995年の4から，2006年には141にまで増加． 

•専門職としてのEmergency Managerの社会的地位の確立と，ジョブマーケットの
開拓にも努めている． 【表１】 
•EMIは，防災・危機管理の専門家向けにICSやNIMS等の多様な研修事業を実施し
ており，その一部はオンラインで受講可能．これらは主に実務者を対象としている
が，EMIと提携した大学の単位の一部としても認定される． 

■資格 
•EMIと関係が深いIAEM (International 

Association of Emergency Managers)が統
括するCEM (Certified Emergency Manager), 

AEM(Associate Emergency Manager)の例
では，推薦状や実務経験，一般的なマネジメ
ントについての学習，小論文など幅広い要件
が必要． 【表２】 
•資格の維持には，EMIや大学等での継続学習
が必要であり，資格の信頼性確保に努めてい
る． 

従来 めざすべき方向 

学位不要 
災害重視 
単独で活動 
事後対応 
受け身 
多様性がない 
第二希望以下のｷｬﾘｱ 
専門性が不要 

大学以上の学位 
社会の脆弱性を改善 
連携し活動 
事前のリスク管理 
能動的 
多様性がある 
第一希望のｷｬﾘｱ 
専門性や資格が必要 

表1 災害対応職の望ましい方向性3) 

図2 日本で考えられる資格制度の一提案 


